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1. 概要 

 近年、口内法Ｘ線装置の軽量化と訪問診療の増加に伴い、携帯型の口内法Ｘ線装置（以

下、携帯型装置）が急速に普及しつつある。国内で販売されている携帯型装置は、医療法

施行規則 30条の 3および医療用エックス線装置基準 4(3)により、Ｘ線管焦点および患者か

ら 2 m以上離れた位置で操作できる構造を備えなければならない。このことから、携帯型

装置の使用は、装置を三脚等の支持器具で固定し、装置の操作者はＸ線管焦点および患者

から 2 m以上離れて照射スイッチを操作することが原則となる。なお、在宅医療でのＸ線

装置の安全使用に関する通知である医薬安 69号は、Ｘ線管焦点ではなくＸ線管容器からの

距離を 2 m以上としている。放射線防護上、両者で大きな相違は生じないと考えられるの

で、以下、位置の特定が容易なＸ線管焦点と記す。 

 現在、携帯型装置は諸外国ですでに普及しており、国によっては携帯型装置を手で保持

した状態でＸ線照射する撮影（以下、手持ち撮影）が許容されている。手持ち撮影に関す

る海外の規制は、主に次の 3種に分類される。 

 ①日常診療でも実施が許可される。 

 ②日常診療での実施は許可されず、特別な場合のみ許可される。 

 ③手持ち撮影は許可されない。 

 米国では州法で規制され、①1)または②2)となっている。欧州では法令の規制は見受けら

れないが、学術団体である EADMFR（European Academy of Dentomaxillofacial 

Radiology）のポジションペーパー3)は②の立場をとっている。英国の政府機関である PHE

（Public Health England）は、すでに日常診療での実施が増加傾向にあることを考慮し、

①を前提としたガイダンス 4)を作成した。③の代表的な規制は南オーストラリア州でみられ

たが、現在は②の立場に移行している 5）（2017年 6月現在）。 

 日本においては、現行法令は手持ち撮影を想定していない。このため、今後法的な規制

が行われるものと考えられる。特定非営利活動法人日本歯科放射線学会は、法整備に先立

ち、手持ち撮影が合理的かつ安全に実施されるように、使用者への臨床的あるいは学術的

な観点に基づく提言として本ガイドラインをまとめた。手持ち撮影に際しては、装置の固

定が不安定になるため、指示用コーン（以下、コーン）を患者にぶつけないように照準に

は一層の注意を要する、寝たきり患者の撮影の際には患者の上に装置を落下させないよう

に注意するといった独特の注意事項も存在するが、本ガイドラインでは放射線防護に関連

する内容のみを取り扱った。なお、患者の防護に関しては、手持ち撮影であっても通常の

撮影と留意すべき点に違いはないと考えられるため、本ガイドラインでは言及しなかった。

また、携帯型装置による手持ち撮影は、医療目的以外に、歯科法医学／法医学分野、獣医

学分野、産業分野でも行われる可能性があるが、本ガイドラインは医療および歯科法医学

分野のみを対象とした。 

 

2. JIS（Japanese Industrial Standards；日本工業規格）による用語の定義 

 本ガイドラインでは可搬性に基づいてＸ線装置を分類し、○○型装置と呼称した。それ
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らに関連する JISの用語と定義を示す。なお、本ガイドラインでは“型”を使用したが、JIS

では以下のように“形”と表記される。 

 

据置形機器（JIS Z 4005）： 

  固定形機器、又はある場所から他の場所へ移動することを意図しない機器 

移動形機器（JIS Z 4005）： 

  機器自体の車輪又は同様な手段によって支持した状態で、使用していない期間 

 中に、移動させることを意図した可搬形機器 

携帯形機器（JIS Z 4005）： 

  使用中又は使用していない期間中に、一人以上の人手によって運搬することを 

 意図した可搬形機器 

手持形機器（JIS Z 4005）： 

  正常な使用時に手で保持することを意図した機器 

 

3. 放射線防護体系 

 国際放射線防護委員会（International Commission on Radiological Protection；以下、

ICRP）は放射線防護の目的を次のように定義している。 

 1) 放射線被ばくを伴う行為であっても明らかに便益をもたらす場合には、その行 

  為を不当に制限することなく人の安全を確保すること。 

 2) 個人の確定的影響の発生を防止すること。 

 3) 個人の確率的影響の発生を減少させること。 

 また、これらの目的を達成するために、ICRPは放射線防護体系に次の 3つの基本原則を

導入することを勧告している。 

 1) （行為の）正当化： 

    放射線被ばくを伴う場合には、いかなる行為もその導入が正味でプラスの 

   便益を生むのでなければ採用してはならない。 

 2) （放射線防護の）最適化： 

    すべての被ばくは、経済的および社会的な要因を考慮に入れながら、合理 

   的に達成できる限り低く（as low as reasonably achievable；ALARA）保た 

   れなければならない。 

 3) （個人の）線量限度： 

    個人に対する線量は、委員会がそれぞれの状況に応じて勧告する限度を超 

   えてはならない。 

 放射線被ばくは、職業被ばく、医療被ばく、公衆被ばくの 3 つのカテゴリーに分類され

る。職業被ばくは、放射線に関係する業務を行う者（放射線業務従事者、医療においては

放射線診療従事者）が業務に伴って受ける被ばくである。医療被ばくは、患者として放射

線診療（Ｘ線画像検査、核医学検査、放射線治療）のために受ける被ばくであるが、患者
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の放射線診療の際に介助／介護する者（放射線診療従事者を除く）の被ばく、医学・生物

学研究のための志願者の被ばくも含まれる。公衆被ばくは、職業被ばくと医療被ばく以外、

さらに日常生活での自然バックグラウンド放射線による被ばく以外のすべての被ばくであ

る。 

 職業被ばくと公衆被ばくについては、正当化、最適化、線量限度の三原則すべてが適用

の対象となる。これに対して医療被ばくは、被ばくする個人に直接的な便益をもたらすこ

とを意図しており、また、対象とする疾患や実施する放射線診療の内容によって目的を達

成するのに必要な被ばく量が異なるため、線量限度は適用されない。それだけに正当化と

最適化、特に最適化への取り組みが重要となる。 

 ICRPは 2007年勧告（Publication 103）で被ばく状況を次の 3つに分け、それぞれに対

して防護体系を構築し、防護の最適化を強化した。 

 ・計画被ばく状況 

    線源の計画的な導入と運用に伴う日常的な被ばく状況 

 ・緊急時被ばく状況 

    計画的な状況下での運用中に不測の事態によって、または悪意のある行動 

   によって生じる可能性がある緊急の対策を必要とする被ばく状況 

 ・現存被ばく状況 

    管理に関する決定をしなければならない時点で既に存在する被ばく状況 

 計画被ばく状況については、従来と同様に、個人（放射線業務従事者および公衆）が受

けるすべての線源からの被ばくに対して線量限度を適用した。これに加えて、さらなる被

ばく低減を目的として、各線源からの被ばくに対する線量拘束値を導入した。緊急時被ば

く状況と現存被ばく状況については、参考レベルを適用して被ばく低減を図ることにした。

また、医療被ばくはすべて計画被ばく状況になるが、防護の最適化を推進するために、患

者の医療被ばくには診断参考レベルを、患者以外の医療被ばくには線量拘束値を導入した。 

 

4. 医療における手持ち撮影についての指針 

 医療で放射線を使用する場合には、患者および介助／介護者の医療被ばくに加えて、放

射線診療従事者の職業被ばく、そして周囲にいる家族、他の患者、見舞客等の公衆被ばく

を生じる可能性がある。 

 携帯型装置を用いる手持ち撮影は、通常、Ｘ線診療室外で行われる。手持ち撮影の実施

場所としては、患者の自宅、介護施設、医療機関の診療室、手術室、入院室等が考えられ

る。しかし、状況によってはＸ線診療室内で実施される可能性もある。患者および介助／

介護者、放射線診療従事者の被ばくについては、撮影場所にかかわらず、講じるべき防護

手段は同一になる。これに対して、撮影とは無関係な公衆の被ばくについては、撮影場所

がＸ線診療室の内か外かによって対応が異なる。 

 診断のために行う手持ち撮影についての指針を以下に示す。本ガイドラインへの適合確

認を容易にするため、附属書の表 1にチェックリストを掲載する。 
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4.1 正当化 

 ICRP が提唱する正当化の原則を手持ち撮影に伴う職業被ばくと公衆被ばくに対して適

用すると、被ばくする個人または社会に十分な正味の便益を生まない限り、被ばく状況を

導入しないことが必要となる。一方、医療被ばくに対しては、正当化の原則は 3 つのレベ

ルに適用される。 

 第 1レベル：医学における放射線利用の正当化 

 第 2レベル：特定の症状を示す患者に特定の手法を適用することの正当化 

 第 3レベル：個々の患者に特定の手法を適用することの正当化 

 第1レベルに関しては、医学における放射線利用が患者に害よりも便益を多く与えるのは

当然のこととされている。第2レベルは、口内法Ｘ線撮影については、一定の症状を示す患

者に口内法Ｘ線撮影を実施することが該当する。これも十分に正当化されている。第3レベ

ルは、個々の患者の状況を考慮して、口内法Ｘ線撮影の実施が害よりも便益を多く与える

かどうかを判断することである。この正当化を行うのは患者の主治医であるが、放射線科

医の判断が必要になることもある。 

 

 

 指針 1.1.Aは歯科におけるＸ線撮影すべてに対して適用される。 

 

 

 手持ち撮影は、手持ち撮影でなければ診療に必要な撮影ができないという状況下で初め

て正当化される。そのため、実施にあたっては指針 1.1.Bをすべて満足する必要がある。手

持ち撮影は装置の操作者（撮影者）の被ばくを必ず伴う。また、手持ち撮影では多くの場

合、医療スタッフあるいは医療スタッフ以外による撮影補助が必要になり、それらの被ば

くも生じる。不必要な手持ち撮影では、操作者、撮影補助者の被ばくが正当化されない。 

 口内法Ｘ線撮影は、Ｘ線診療室内で据置型装置（壁掛け式または床固定式の装置）を使

指針 1.1.A 

 対象患者に適切な医療を行うためにはＸ線撮影が必要であると歯科医師が判断した

場合に限り、Ｘ線撮影を実施する。 

指針 1.1.B 

 手持ち撮影は、次の 3つの条件をすべて満たした場合に限り、実施する。 

(1)医療機関のＸ線診療室内で特別な介助が不要な患者に対して行われる日常的な撮影

ではない。 

(2) 訪問診療で撮影が必要になったが、医療機関を受診しての治療の必要性は明らかに

なっていない。または、医療機関での診療中に撮影が必要になったが、Ｘ線診療室に移

動して撮影できない。あるいは、Ｘ線診療室への移動は可能であるが、据置型装置を使

用しての撮影が困難である。 

(3) 移動型装置での撮影、または携帯型装置を固定しての撮影ができない。 



- 5 - 

 

用して行うことが原則となる。この原則を満足できる場合は、通常の方法で撮影すべきで

ある。訪問診療では携帯型装置を使わざるを得ないが、装置を固定しての撮影が可能であ

る場合には手持ち撮影を行うべきではない。なお、訪問診療においても、Ｘ線撮影前の視

診および触診等の段階で医療機関での治療の必要性が明らかになった場合は、撮影も医療

機関で行われるべきである。撮影を医療機関内かつＸ線診療室外で行う場合には、移動型

装置による撮影が可能、あるいは携帯型装置を固定しての撮影が可能であれば、その手段

を優先すべきである。手持ち撮影が適応となる事例としては、意識下鎮静法を用いた治療

を行っている場合等が考えられる。また、患者がＸ線診療室内に移動できたとしても、重

度心身障害者（児）や暴れる小児を抑制しながら撮影する場合や、撮影用チェアに移動が

困難な車椅子使用患者を撮影する場合には、手持ち撮影が適応になると考えられる。 

 Ｘ線診療室内で携帯型装置を使用して手持ち撮影を行うと、据置型装置が設置されてい

るＸ線診療室内で別のＸ線装置を使用することになる。医療法施行規則には、同一のＸ線

診療室に 2 台以上のＸ線装置を備えた場合には、複数の装置から患者に対して同時にＸ線

が照射されないように、同時照射を防止するための装置を設けることと記載されている（医

薬発 188号通知第二（四）1(2)）。しかし、携帯型装置はＸ線診療室内に備える（固定する）

装置ではなく一時的に持ち込む装置であること、同時照射防止装置を接続するには装置の

操作性を損なう特殊な改造が必要になることから、現行の規制には馴染まない装置と考え

られる。もちろん、同時照射が行われてはならないため、手持ち撮影時には据置装置の電

源を入れない等の基本的な対策は必要である。法的規制については、今後検討されるもの

と考えられる。 

 

4.2 最適化 

 手持ち撮影では、Ｘ線診療室内での通常の撮影以上に細心の注意を払って防護の最適化

を図る必要がある。最適化は、職業被ばく、医療被ばく、公衆被ばくの被ばくに関する 3

つのカテゴリー毎に個別に考える必要がある。手持ち撮影における被ばくのカテゴリーと

その対象者を表に示す。 

被ばくのカテゴリー 対象者 対象者の職業等 

職業被ばく Ｘ線装置の操作者 歯科医師 

診療放射線技師 

撮影補助者* 歯科医師 

診療放射線技師 

歯科衛生士 

医療被ばく 患者 

撮影補助者（患者の介助

／介護者） 

患者家族等 

公衆被ばく 職業被ばくおよび医療被ばくに関係しない者 

  * 医科との連携医療等では、医師、看護師、准看護師も含む。 
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 Ｘ線撮影の際の放射線診療従事者（装置の操作者、撮影補助を行う医療スタッフ）、撮影

時に患者の介助／介護等の撮影補助を行う患者家族等、そしてそれらを除く公衆が被ばく

する可能性は、迷放射線（装置からの漏えいＸ線や患者からの散乱Ｘ線等の撮影に有用で

ないＸ線の総称）によって生じる。状況によっては、撮影のための直接Ｘ線で被ばくする

可能性もある。 

 通常の撮影のように、Ｘ線診療室内で据置型装置を使用し、撮影時には患者以外はＸ線

診療室の外にいるという条件下では、患者以外の被ばくは無視しても構わない程度に少な

い。特別な理由により、撮影時に装置の操作者、撮影補助者がＸ線診療室内に立ち入る場

合にのみ、それらに無視できない被ばく（以下、“被ばく”は無視できない被ばくのみ表す）

が生じる可能性がある。これに対して、手持ち撮影では装置の操作者には確実に被ばくが

生じ、撮影補助者に被ばくが生じる可能性も増加する。訪問診療に代表されるように、Ｘ

線診療室の外で撮影する場合には、公衆にまで被ばくが生じる可能性がある。これらの被

ばくを低減するため、厚生労働省は医療法施行規則や医薬安全局安全対策課長通知を通じ

て種々の規制を行っている。 

 各被ばく対象者に対する防護手段を以下に示す。 

 

4.2.1 放射線診療従事者の防護 

 

(1) これは手持ち撮影実施の有無に限らず、放射線診療従事者すべてに適用される。ICRP

は、職業被ばくを「作業者がその自らの仕事の結果被るすべての放射線被ばく」と定義し

ている。医療における職業被ばくは、日本においては放射線診療従事者の業務上の被ばく

が該当する。医療法施行規則では、放射線診療従事者は放射線診療業務に従事し、かつ管

理区域に立ち入る者と定義されている（医療法施行規則第 30 条の 18、医薬発 188 号通知

第二（四）6）。また、特別な理由によってＸ線診療室以外でＸ線照射する場合も放射線診

療従事者とみなされる（医療法施行規則第 30条の 14）。 

 職業被ばくには線量限度が設定されている。例えば、通常作業時の実効線量限度につい

指針 1.2.A 

 手持ち撮影を行う場合には、撮影場所を問わず、放射線診療従事者（Ｘ線装置の操作

者および撮影補助を行う医療スタッフ）は次の防護手段を講じる。 

(1) 放射線診療従事者として登録し、個人線量計を着用して、自分の被ばく線量をモニ 

 ターする。 

(2) 0.25 mm鉛当量以上の防護衣を着用する。 

(3) 撮影補助を行う医療スタッフが患者の身体を支える場合には、直接Ｘ線で被ばくし 

 ないように、Ｘ線の照射方向に立たないようにする。 

(4) 受像器の固定には専用の保持具を使用する。装置の操作者や撮影補助を行う医療ス 

 タッフが受像器を指で固定する場合には、直接Ｘ線で被ばくしないように、Ｘ線の照 

 射方向に立たないようにするとともに、防護手袋を着用する。 

(5) コーン先端を可能な限り患者に近づける。 

(6) 後方散乱Ｘ線防護シールドを備えるＸ線装置は、製造会社の取扱説明書に従って、 

 後方散乱Ｘ線防護シールドを適切に使用する。 
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ては、5年間で 100 mSv（ミリシーベルト）を超えず、かつ 1年間で 50 mSvを超えては

ならないとされている（電離放射線障害防止規則第 4条の 1、医療法施行規則第 30条の 27）。

同様に、水晶体や皮膚についての等価線量限度等も規定されている。このため、放射線診

療従事者は、放射線診療を行う際には個人線量計を指定の場所に着用し、常に自分の被ば

く線量をモニターしなければならない。 

 

(2) 手持ち撮影の場合、Ｘ線装置の操作者および撮影補助を行う医療スタッフは、Ｘ線管焦

点および患者から 2 m以上離れることができないため、0.25 mm鉛当量以上の防護衣を着

用するなどの防護手段を講じる必要がある。 

 据置型装置による通常の撮影の場合、操作者はＸ線診療室の外でＸ線照射を行う。Ｘ線

診療室からの漏えい線量は、実効線量にして 1週間につき 1 mSv以下（医療法施行規則第

30条の 4）、管理区域の境界での実効線量は 3か月につき 1.3 mSv以下（電離放射線障害防

止規則第 3条の 1、医療法施行規則第 30条の 26第 3項）と規定されている。一般的には、

Ｘ線診療室と管理区域の境界は同一になる。これにより、操作者の被ばくはＸ線診療室の

境界の線量限度である 3か月につき 1.3 mSv以下が保障される。また、移動型装置による

撮影であっても、Ｘ線管焦点および患者から 2 m以上離れてＸ線照射するため、迷放射線

は距離の逆 2 乗則に従って減弱し、撮影 1 回あたりの操作者の被ばくは無視しても構わな

い程度に小さくなる。 

 これに対して手持ち撮影の場合には、操作者は重量 2～3 kg のＸ線装置を片手または両

手で保持するため、Ｘ線装置を操作者の体幹部表面から 30 cm程度しか離すことができな

い。また、JIS T 60601-2-65はコーン先端からＸ線管焦点までの距離として 20 cm以上を

要求しているが、これを含めても患者表面から操作者の体幹部表面までの距離はせいぜい

50 cm程度と考えられる。したがって、手持ち撮影による操作者の被ばくは、2 m離れた場

合と比較して、距離が 1/4のために理論上およそ 16倍になる。 

 着用する防護衣の鉛当量には注意を要する。歯科のＸ線撮影で患者に防護衣を着用させ

ることは、被ばく低減という点では効果があまりない（日本歯科放射線学会防護委員会「歯

科エックス線撮影における防護エプロン使用についての指針」6)）。このため、歯科向けに

販売されている患者用防護衣の中には 0.13 mm鉛当量などの 0.25 mm鉛当量に満たない

製品がある。それらはあくまで患者用であり、放射線診療従事者の防護衣としてはＸ線の

遮へい能力が不十分である。 

 手持ち撮影時に防護衣を着用しても、装置の保持や照射スイッチの操作を行う手指は防

護されない。手指の被ばくは皮膚の等価線量限度として規制され、1年間に 500 mSvを超

えてはならないとされている（電離放射線障害防止規則第 5条、医療法施行規則第 30条の

27）。ただし、これらの行為に伴う手指の被ばくは迷放射線に起因するものであるため、か

なりの回数の撮影を行っても、1年間に 500 mSvを超える恐れがあるとは到底考えられな

い。しかし、不安を感じる場合には、防護用手袋を着用する、手指用の個人線量計で被ば

く線量をモニターする等の防護手段を講じることも可能である。 

 

(3)  撮影補助を行う医療スタッフに対する防護指針は、手持ち撮影に限らず、口内法Ｘ線

撮影のすべての状況で適用される。口内法Ｘ線撮影では、照射野サイズが受像器（フィル

ム、半導体センサー、イメージングプレート）に比べて大きい。標準型の口内法Ｘ線フィ
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ルムの大きさは、30.5 mm × 40.5 mmである(ISO3665:1996)。半導体センサーの大きさは

一般にフィルムより小さく、イメージングプレートはフィルムと同等である。Ｘ線の照射

は口腔内に設定した受像器に向けて口腔外から行われるため、受像器と照射野の位置合わ

せが容易になるように、受像器に比べて大きい照射野が規定されている。国内法令および

JIS規格では、口内法Ｘ線装置の照射野はコーン先端において直径 6 cm以下と定められて

いる。このことから、患者の身体を支える撮影補助者が照射方向すなわち患者の後方に位

置すると、直接Ｘ線で被ばくする可能性がある。これを防ぐために、撮影補助者はＸ線の

照射方向に立たないようにすべきである。照射方向に立たざるを得ない場合、使用する管

電圧によっては 0.25 mm鉛当量の防護衣では不十分となり、追加の防護衣を着用する必要

が生じる。最低限必要な防護衣の鉛当量については今後の検討課題である。 

 

(4) 手持ち撮影に限らず、受像器の固定は専用の保持具（フィルムホルダー等）を使用して

行うのが基本である。しかし、状況によっては装置の操作者や撮影補助を行う医療スタッ

フが受像器を指で固定しなければならない。その場合には、直接Ｘ線で被ばくしないよう

に、Ｘ線の照射方向に立たないようにするとともに、指の防護のために清潔な樹脂袋で覆

われた防護手袋を着用すべきである。 

 欧州では、受像器の大きさに応じて照射野を制限する矩形絞り（矩形コリメータ）、そし

て照準を容易にするための撮影補助具（インジケータ）が付いた受像器の保持具（フィル

ムホルダー等）を使用することが強く推奨されている。矩形絞りの使用は、患者の被ばく

低減だけでなく、撮影時に患者の近くにいる放射線診療従事者の被ばく低減にも有効であ

り、日本においても推奨される。 

 

(5) 患者防護の観点から、これは口内法Ｘ線撮影すべてに適用される。コーン先端を患者か

ら離すと、照射野が広がり、患者に不要な被ばくを与える。照射野が不必要に広がること

は、撮影補助を行う医療スタッフや手持ち撮影を行う操作者の直接Ｘ線あるいは散乱Ｘ線

による被ばくを増加させる原因にもなる。 

 

(6) 患者からの後方散乱Ｘ線による操作者の被ばくを防護する目的で、後方散乱Ｘ線防護シ

ールドをコーン先端に備えている装置がある。オプションで設定可能な装置もある。防護

シールドを使用することで、操作者の被ばくを大幅に低減できる 4, 7－11)。ただし、一定の被

ばく低減効果を確保するためには、装置を適正に保持しなければならない 4, 11)。 

 後方散乱Ｘ線防護シールド付きの手持ち装置の使用と装置の操作者の防護衣着用の関係

について、米国歯科医師会（American Dental Association; ADA）と米国食品医薬品局（Food 

and Drug Administration; FDA）は、後方散乱Ｘ線防護シールド付き手持ち装置を装置の

取扱説明書に従って適切に使用する場合には、操作者については防護衣の着用などの特別

な防護対策は不要としている 12)。取扱説明書に記載されている内容例として、手持ち装置

を胴体の中央部の高さで保持すること、後方散乱Ｘ線防護シールドを適切な方向に向ける

こと、コーンを患者の顔に可及的に近接させることが示されており、このような条件が満

足されない場合には防護衣を着用すべきとしている。また、EADMFRのポジションペーパ

ーは後方散乱Ｘ線防護シールド付き手持ち装置のみを対象としており、防護衣の着用につ

いては言及していない 3)。PHE のガイダンスでは、患者を支えるなどの通常とは異なる状
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況下では防護衣を着用すべきとしている 4)。 

 本ガイドラインでは、後方散乱Ｘ線防護シールド付きの手持ち装置を適切に使用するこ

とが困難な撮影状況があること、そして照準を行った後に防護衣着用の必要性が判明した

場合に改めて防護衣を着用することは診療効率を著しく低下させることを考慮し、操作者

も事前に防護衣を着用することを推奨する。 

 

4.2.2 撮影時に撮影補助を行う患者家族等の防護 

 

 これは手持ち撮影に限らず、患者家族等が撮影時に患者の介助／介護等の撮影補助を行

うすべての状況で適用される。患者家族等がＸ線撮影時に撮影補助を行う場合、その被ば

くは医療被ばくになり、線量限度が設定されていない。しかし、防護の最適化として、被

ばくを最小限に抑えるための適切な防護手段を講じるべきである。取るべき防護手段は、

撮影補助を行う医療スタッフに対するものと同じである。 

 

4.2.3 撮影とは無関係な公衆の防護 

 患者家族等であっても、撮影時に撮影補助を行わない場合には、その被ばくは公衆被ば

くとなる。医療機関内での他の患者、その撮影とは無関係な医療スタッフ、職員、訪問者

指針 1.2.B 

 手持ち撮影を行う場合には、撮影場所を問わず、装置の操作者は撮影時に撮影補助を

行う患者家族等に対して次の防護手段を講じる。 

(1) 0.25 mm鉛当量以上の防護衣を着用させる。 

(2) 直接Ｘ線で被ばくさせないように、Ｘ線の照射方向には立たせないようにする。 

(3) 受像器の固定には専用の保持具を使用する。受像器の固定を指で行わせる場合に 

 は、防護手袋を着用させる。 

(4) コーン先端を可能な限り患者に近づける。 

指針 1.2.C 

 手持ち撮影を行う場合には、装置の操作者は撮影に直接関係しない公衆に対して次の

防護手段を講じる。 

(1) Ｘ線診療室内の撮影では、撮影と無関係な者はすべてＸ線診療室外（正確には管理 

 区域外）で待機させる。 

(2) Ｘ線診療室外の撮影では、Ｘ線を照射する際に、撮影と無関係な者はすべてＸ線管 

 焦点および患者から 2 m以上離れた場所で待機させる。 

(3) Ｘ線診療室外の撮影で 2 m以上の距離を確保できない場合には、0.25 mm鉛当量以 

 上の防護衣を着用させる、もしくは防護用の遮へい物で遮へいするなどの防護手段を

講じる。 

(4) Ｘ線診療室外の撮影で撮影場所の壁面（天井、床下を含む）がＸ線管焦点および患 

 者から 2 m以上離れていない場合は、壁面の向こうの者をＸ線管焦点および患者から

2 m以上離す、0.25 mm鉛当量以上の防護衣を着用させる、防護用の遮へい物で遮へい

するなどの防護手段を講じる。 
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等の被ばく、そして介護施設での他の利用者や施設スタッフ等の被ばくも公衆被ばくであ

る。公衆被ばくには 1年間あたり 1 mSvの実効線量限度が設定されており、職業被ばく以

上に厳重な防護手段を講じる必要がある。撮影に直接関係しない者にとって、撮影に伴う

被ばくは何の便益もない。 

 指針(1)は手持ち撮影に限ったことではなく、撮影とは無関係な者をＸ線診療室に立ち入

らせないのはＸ線撮影の大原則である。Ｘ線診療室外で待機させることで、それらの被ば

くを無視しても構わない程度に小さくできる。 

 また、指針(2)～(4)も手持ち撮影に限ったことではなく、Ｘ線診療室の外での撮影すべて

に適用されるものである。防護用の遮へい物には、防護衝立、防護カーテン、防護スクリ

ーン等がある。 

 

4.2.4 迷放射線分布に基づく撮影時の立ち位置 

 

 被ばくを可能な限り少なくするために、操作者は製造業者が提供する迷放射線の分布図

を基に、自身、撮影補助を行う医療スタッフ、撮影補助を行う患者家族等、撮影に関係し

ない公衆のＸ線照射時の立ち位置を決定する必要がある。このため製造業者は、評価点と

して少なくとも患者を模したファントムからの距離 0.5 m（操作者の体幹部表面に相当）、1 

m、そして 2 m（距離による防護の基本距離）の地点を含む迷放射線の分布図を作成して提

供すべきである。後方散乱Ｘ線防護シールドを備える装置については、シールド付の状態

での分布図を提供する。 

 欧米では、市販されている装置の中に、遮へい能力が不十分で多量の漏えいＸ線が漏れ

ている装置が存在することが報告されている。このような装置を使用すると、操作者およ

び撮影補助者の被ばくが大幅に増加する可能性がある。装置を購入する前に、迷放射線の

分布図を確認すれば、このような危険を回避することができる。 

 

4.2.5 患者および患者家族への説明 

 

 指針 1.2.Eの患者および患者家族への説明の内容は、放射線防護の原則である正当化（指

針 1.1.A、1.1.B）と最適化（指針 1.2.B、1.2.C）に対応する。 

 

指針 1.2.D 

 Ｘ線診療室の外で手持ち撮影を行う場合には、操作者は、自身、撮影補助者、公衆の

被ばくを可能な限り少なくするために、製造業者が提供する迷放射線の分布図を参考に

して、Ｘ線照射時のそれぞれの立ち位置を決定する。 

指針 1.2.E 

 手持ち撮影を行う場合には、放射線診療従事者は患者および患者家族に対して次の説

明をする。 

(1) Ｘ線撮影および手持ち撮影の必要性 

(2) 手持ち撮影時に講じる防護手段の内容 



- 11 - 

 

4.3 受像器の選択と装置の運用・管理 

4.3.1 受像器 

 

 口内法Ｘ線撮影用の携帯型装置は、ほとんどがバッテリ型装置である。このため、管電

流が低く、線量率（単位時間に照射されるＸ線量）が低い。低い線量率を補うには、照射

時間を長くする必要がある。しかし、照射時間を長くすると、患者および操作者の体動に

よる画質低下の危険性が増加する。照射時間が長くならないように、高感度の受像器を使

用すべきである。高感度受像器の使用は、患者、撮影補助を行う医療スタッフや患者家族

等、手持ち撮影時の装置の操作者の被ばく低減にも有効である。 

 

4.3.2 トレーニング 

 

 操作者は、使用前に装置の特徴を把握し、使用方法とともに、禁忌、警告、注意を理解

する必要がある。 

 

4.3.3 バッテリの充電と管理 

 

 バッテリ型装置は、１回の充電で撮影できる枚数が機種によって異なる。取扱説明書に

従って、適切な間隔で充電を行う必要がある。また、バッテリ残量の低下とともに線量お

よび管電圧が低下する可能性がある。線量や管電圧の低下は画質に影響するので、バッテ

リ残量を把握しながら使用すべきである。装置によっては、バッテリ残量に応じた光表示

やＸ線照射を開始できない機構を備えている。 

 

 

 バッテリ型装置のバッテリは、使用とともに充電能力が低下するため、取り扱い説明書

に従って、定期的に交換する必要がある。 

 

指針 1.3.A 

 受像器には、E／F 感度フィルム、半導体センサーまたはイメージングプレートを用

いる。 

指針 1.3.C 

 バッテリ型装置は、製造業者の取扱説明書に従って適切に充電し、バッテリ残量を把

握しながら使用する。 

指針 1.3.B 

 操作者は、取扱説明書および添付文書を熟読して理解する。製造業者よりトレーニン

グが必要と定められた場合には、受講する。 

指針 1.3.D 

 バッテリ型装置は、製造業者の取扱説明書に従って、定期的にバッテリを交換する。 
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4.3.4 装置の保管 

 

 盗難防止のため、鍵による保管は必須である。また、バッテリ型装置の場合、バッテリ

を付けたまま装置を保管すると、バッテリの寿命が短縮する可能性がある。バッテリを容

易に取り外せる装置の場合には、保管時にはバッテリを取り外した方が良い。 

 

4.3.5 記帳 

 

 医療法施行規則第 30 条の 23 は、Ｘ線診療室の漏えい線量が実効線量率にして一時間当

たり 40 µSvを超える場合には、そのＸ線診療室内で使用するＸ線装置毎に、一週間当たり

の延べ使用時間を記録しなければならないとしている。手持ち撮影は、Ｘ線診療室の内外

または訪問診療で実施されるため、少なくとも自己の病院または診療所内のＸ線診療室内、

Ｘ線診療室外、そして訪問診療の 3分類で撮影場所を明記する必要がある。 

 

4.3.6 迷放射線の定期的な測定 

 

 通常の据置型装置がＸ線診療室内に固定されている場合は、Ｘ線診療室、管理区域の境

界、病院または診療所内の居住区域および敷地の境界における放射線の量について、6か月

を超えない期間毎に測定しなければならない（電離放射線障害防止規則第 54条、医療法施

行規則第 30条の 22）。携帯型装置をＸ線診療室内で常に同じ位置に固定して使用する場合

は、同様にＸ線診療室からの漏えい線量を測定することになる。しかし、携帯型装置をＸ

線診療室内で使用し、かつ使用位置が決まっていない場合には、やはりＸ線診療室からの

漏えい線量を測定する必要があるが、測定時にＸ線装置をどの位置に設定するのかという

問題があり、今後の検討課題である。 

 携帯型装置をＸ線診療室外で使用する場合は、迷放射線を測定する。測定点は、少なく

とも患者を模したファントムから距離 2m の地点における 0°（Ｘ線照射方向）、45°、90°、

135°、180°、225°、270°、315°の 8点とする。 

 これらの測定は、携帯型装置の保守点検の際に製造業者が行うことが望ましい。 

 

指針 1.3.E 

 病院または診療所の管理者は、装置を鍵のかかる適切な場所に保管し、鍵を備える装

置については、鍵を適切な場所に保管する。また、バッテリ型装置でバッテリを容易に

取り外せる場合には、バッテリを取り外して保管する。 

指針 1.3.G 

 携帯型装置をＸ線診療室内で使用する場合には X線診療室からの漏えい線量を、Ｘ線

診療室外で使用する場合には迷放射線を定期的に測定する。 

指針 1.3.F 

 病院または診療所の管理者は、帳簿を備え、撮影装置毎の一週間当たりの延べ使用時

間、撮影場所を記録する。 
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4.3.7 保守点検 

 

 保守点検の期間と内容は、添付文書・取扱説明書に記載されている。特にバッテリは消

耗部品のため、定期的な交換が必要となる。 

 

4.4 災害時の救護所等における手持ち撮影 

 

 厚生労働省は、災害時の救護所等でＸ線撮影装置を安全に使用するための指針を取りま

とめた（医政指発第 0107003号）。この指針が対象とする救護所等は、災害時に設置される

救護所、避難所、傷病者を集めてトリアージを行うトリアージポスト、広域搬送拠点臨時

医療施設（SCU：Staging Care Unit）、災害によりＸ線診療室が使用できなくなった医療

機関の屋外等であって、放射線防護に関する専門的知識を有する医師、歯科医師または診

療放射線技師がＸ線撮影装置の管理を行う場所である。 

 災害時の救護所等において手持ち撮影を行う場合であっても、放射線診療従事者および

撮影補助を行う患者家族等の防護については平常時の撮影と変わるところはなく、指針

1.2.Aおよび指針 1.2.Bがそのまま適用される。しかし、撮影とは無関係な公衆の防護につ

いては、平常時以上に注意が必要になる。このため、指針 1.2.Cを指針 1.4に置換する。 

 指針 1.4に示した内容は、手持ち撮影に限らず、救護所等で行われるＸ線撮影すべてに適

用される。救護所等でのＸ線撮影の体位は臥位が原則とされており、座位あるいは立位で

撮影を行う場合には、照射方向に 0.25 mm鉛当量以上の防護用の遮へい物、もしくは防護

衣を設置し、公衆に対する放射線防護措置を講じる必要がある。さらに、人が通行する場

所、停在する場所が照射方向にならないようにすることも重要である。 

 災害時の救護所等でＸ線撮影を行う場合、撮影とは無関係な他の患者を含む公衆に対し

指針 1.4 

 災害時の救護所等で手持ち撮影を行う際には、撮影とは無関係な他の患者を含む公衆

に対して次の防護手段を講じる。 

(1) 臥位以外の体位で撮影を行う場合には、照射方向に 0.25 mm 鉛当量以上の防護用

の遮へい物、もしくは防護衣を設置する。さらに、人が通行する場所、停在する場所が

照射方向にならないようにする。 

(2) 撮影は、Ｘ線管焦点および患者とすべての公衆との距離が 3 m以上となる 

 場所で行う。 

(3) 3 m以上の距離が確保できない公衆には 0.25 mm鉛当量以上の防護衣を着用させる 

 などの防護措置を講じる。 

(4) 公衆の中に小児や妊婦が含まれる場合には、さらに十分な配慮を行う。 

(5) Ｘ線管焦点および患者から 3 m以内の場所に人がみだりに立ち入らないよう 

 に、一時的に管理区域の標識を付す等の措置を講じる。 

指針 1.3.H 

 保守点検は、製造業者によって指定された期間毎に指定された内容について行う。バ

ッテリ型装置については、バッテリ性能についての点検が必須である。 
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ては、距離による防護の基本距離は 2 mではなく 3 mに設定されている。すなわち、Ｘ線

撮影を行う場所は、Ｘ線管焦点（医政指発第 0107003 号にはＸ線管容器と記載）および患

者とすべての公衆との距離が 3 m以上となる位置に設置することが推奨されている。これ

は、救護所等ではＸ線撮影が頻回に行われる可能性があるためと考えられる。公衆にはＸ

線撮影以外の診療を受ける患者、Ｘ線撮影の順番待ちをしている患者、患者の家族等で撮

影補助を行わない者、撮影とは無関係な医療スタッフ等が含まれる。3 m以上の距離が確保

できない場合には、0.25 mm鉛当量以上の防護衣を着用させるなどの防護措置を講じる必

要がある。また、公衆の中に小児や妊婦が含まれる可能性が高く、それらに対しては更な

る配慮が必要になる。また、Ｘ線管焦点および患者から 3 m以内の場所に人がみだりに立

ち入らないように、一時的に管理区域の標識を付す等の措置を講じる必要もある。 

 指針 1.2.D～指針 1.3.Hについても、平常時と変わるところはないため、そのまま適用さ

れる。災害時の救護所等で装置を使用する場合、日頃の保守・管理は平常時以上に重要と

なる。 

 

5. 歯科法医学分野における手持ち撮影についての指針 

 身元不明の遺体に対する身元確認（個人識別）作業において、歯科法医学（法歯学）的

な手法が有用であることはよく知られている。歯科法医学的手法の中には口内法Ｘ線撮影

やパノラマＸ線撮影が含まれるが、特に口内法Ｘ線撮影の利用頻度が高い。 

 大規模災害・事故（以下、災害等）が発生した場合、検案所等で多数の遺体に対して身

元確認作業が行われる。口内法Ｘ線撮影も必要に応じて行われるが、作業環境の制約や作

業効率等の問題から、手持ち撮影が行われる可能性は高くなると考えられる。 

 検案所内等では、一時的な管理区域を設定できない状況や、近接した空間で他の口内法

Ｘ線装置による撮影が同時並行で行われるという状況が想定される。このため、検案所内

等で手持ち撮影を行う際には、撮影を行う放射線業務従事者（装置の操作者、撮影補助者）、

近接した場所で別の撮影を行う放射線業務従事者、撮影とは無関係な公衆（検視／検案／

身元確認を行う医師や歯科医師、遺体の搬送や検視／検案／身元確認の補助等を行う警察

官等）に対して十分な防護措置を講じる必要がある。 

 遺体の身元確認のためのＸ線撮影が医療に準じて行われるべきものなのかどうかについ

ては、現在のところ、法的に規定されていない。医療に準じるのであれば、医師、歯科医

師、診療放射線技師以外はＸ線装置の操作をしてはならないことになる。しかし、災害等

の現場では、医師および歯科医師にはＸ線撮影以上に求められる役割があり、診療放射線

技師にも救護所等と検案所等の両方に常に必要数を確保できるのかという問題がある。今

後、十分な議論の上で法整備がなされるものと考えられるが、この案件は本ガイドライン

が取り扱うべき範囲を逸脱するため、本ガイドラインではＸ線装置の操作者という役割上

の名称でのみ扱い、それ以上については言及しない。 

 遺体の身元確認は、犯罪捜査等においても重要な作業である。このため、歯科法医学的

な目的での手持ち撮影は、犯罪捜査等の中でも行われる可能性がある。 

 歯科法医学的な目的で行う手持ち撮影についての各指針を以下に示す。本ガイドライン

への適合確認を容易にするため、附属書の表 2にチェックリストを掲載する。 
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5.1 正当化 

 指針 1.1.A：非適用とする。 

 

 指針 1.1.B：指針 2.1.Bに置換する。 

 

 災害時の検案所等では、手持ち撮影の必要性が高いと考えられる。しかし、放射線業務

従事者の被ばくが正当化されるためには、最初から手持ち撮影ありきではなく、(2)の条件

が担保されるべきである。 

 

5.2 最適化 

5.2.1 放射線業務従事者の防護 

指針 1.2.A：指針 2.2.Aに置換する。 

 

 (1)～(5)は、手持ち撮影に限らず、口内法Ｘ線撮影を行うすべての場合に適用される。な

お、(1)についてであるが、災害発生直後の混乱時期に、放射線業務従事者としての登録と

個人線量計の入手を迅速に行うことは困難と考えられる。現行法令に従えば、これらの準

備が完了するまで身元確認のためのＸ線撮影はできないという状況になるため、この点に

ついての法的な対応が望まれるところである。 

 

 指針 1.2.B：非適用とする。 

 

指針 2.1.B 

 手持ち撮影は、次の 2つの条件をすべて満たした場合に限り、実施する。 

(1) 災害等または犯罪捜査等で遺体の身元確認を行う必要がある。 

(2) 据置型装置や移動型装置で撮影する、または携帯型装置を固定して撮影することが 

 困難な状況にある。 

指針 2.2.A 

 手持ち撮影を行う場合には、放射線業務従事者（Ｘ線装置の操作者および撮影の補助

者）は次の防護手段を講じる。 

(1) 放射線業務従事者として登録し、個人線量計を着用して、自分の被ばく線量をモニ 

 ターする。 

(2) 0.25 mm鉛当量以上の防護衣を着用する。 

(3) 撮影補助者が遺体を支える場合には、直接Ｘ線で被ばくしないように、Ｘ線の照射 

 方向に立たないようにする。 

(4) 受像器の固定には専用の保持具を使用する。装置の操作者や撮影補助者が受像器を 

 指で固定する場合には、直接Ｘ線で被ばくしないように、Ｘ線の照射方向に立たない 

 ようにするとともに、防護手袋を着用する。 

(5) コーン先端を可能な限り遺体に近づける。 

(6) 後方散乱Ｘ線防護シールドを備えるＸ線装置は、製造会社の取扱説明書に従って、 

 後方散乱Ｘ線防護シールドを適切に使用する。 
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5.2.2撮影とは無関係な公衆および別の撮影を行う放射線業務従事者の防護 

 指針 1.2.C：指針 2.2.Cに置換する。 

 

 この指針は、手持ち撮影に限らず、口内法Ｘ線撮影を行うすべての場合に適用される。 

 救護所では、公衆に対する距離による防護の基本距離は 3 mにすべきとされている（医

政指発第 0107003号）。一方、検案所での撮影は、他の方法での身元確認が不可能な場合に

のみ行われ、電力不足を考慮して撮影枚数も必要最小限に制限されているため、救護所ほ

ど撮影頻度が高くないと推定される。これに加えて、口内法Ｘ線撮影の照射野は医科の撮

影に比べて小さいこと、使用する管電圧が低いために距離による減弱が速いこと、そして 3 

m の距離を確保できない検案所が多いことを勘案すると、公衆に対する防護の基本距離は

在宅診療時（医薬安 69号）と同様に 2 mとすることが妥当と考えられる。現状では、検案

所で行うべき防護措置についての法令がないため、今後の法整備が待たれるところである。 

 なお、ここでの公衆は撮影とは無関係な検案所内等の作業者であり、検視／検案／身元

確認を行う医師や歯科医師、遺体の搬送や検視／検案／身元確認の補助等を行う警察官等

が該当する。撮影場所が壁面に近く、壁面の向こう側が検案所等の外になるような場合に

は、通常の一般的な公衆も含まれる。また、装置の操作者は、近接した場所で別の撮影を

行う放射線業務従事者についても、不必要に被ばくさせないように、十分に注意を払う必

要がある。 

 

5.2.3 迷放射線分布に基づく撮影時の立ち位置 

 指針 1.2.D：指針 2.2.Dに置換する。 

 

 指針 1.2.E：非適用とする。 

 

指針 2.2.D 

 操作者は、自身、撮影補助者、他の作業者を含む公衆の被ばくを可能な限り少なくす

るために、製造業者が提供する迷放射線の分布図を参考にして、Ｘ線照射時のそれぞれ

の立ち位置を決定する。 

指針 2.2.C 

 手持ち撮影を行う場合には、装置の操作者は撮影に直接関係しない公衆に対して次の

防護手段を講じる。また、近接した場所で別の撮影を行う放射線業務従事者に対しても、

必要に応じて防護手段を講じる。 

(1) Ｘ線を照射する際に、撮影に直接関与しない者をＸ線管焦点および遺体から 2 m以 

 上離れた場所で待機させる。 

(2) 2 m以上の距離を確保できない場合には、0.25 mm鉛当量以上の防護衣を着用させ 

 る、もしくは防護用の遮へい物で遮へいするなどの防護手段を講じる。 

(3) 撮影場所の壁面（天井、床下を含む）がＸ線管焦点および遺体から 2 m以上離れて 

 いない場合は、壁面の向こうの者をＸ線管焦点および遺体から 2 m以上離す、0.25 mm

鉛当量以上の防護衣を着用させる、防護用の遮へい物で遮へいするなどの防護手段を講

ずる。 
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5.3 受像器の選択と装置の運用・管理 

5.3.1 受像器 

 指針 1.3.A：そのまま適用とし、指針 2.3.Aとする。 

 

 

5.3.2 トレーニング 

 指針 1.3.B：そのまま適用とし、指針 2.3.Bとする。 

 

 

5.3.3 バッテリの充電と管理 

 指針 1.3.C：そのまま適用とし、指針 2.3.Cとする。 

 

 

 指針 1.3.D：そのまま適用とし、指針 2.3.Dとする。 

 

5.3.4 装置の保管 

 指針 1.3.E：指針 2.3.Eに置換する。 

 

 

 指針 1.3.F：非適用とする。 

 

 指針 1.3.G：非適用とする。 

 

指針 2.3.E 

 Ｘ線装置の管理者は、装置を鍵のかかる適切な場所に保管し、鍵を備える装置につい

ては、鍵を適切な場所に保管する。また、バッテリ型装置でバッテリを容易に取り外せ

る場合には、バッテリを取り外して保管する。 

指針 2.3.B 

 操作者は、取扱説明書および添付文書を熟読して理解する。製造業者よりトレーニン

グが必要と定められた場合には、受講する。 

指針 2.3.A 

 受像器には、E／F 感度フィルム、半導体センサーまたはイメージングプレートを用

いる。 

指針 2.3.C 

 バッテリ型装置は、製造業者の取扱説明書に従って適切に充電し、バッテリ残量を把

握しながら使用する。 

指針 2.3.D 

 バッテリ型装置は、製造業者の取扱説明書に従って、定期的にバッテリを交換する。 
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5.3.5 保守点検 

 指針 1.3.H：そのまま適用とし、指針 2.3.Hとする。 

 

 

 指針 1.4：非適用とする。 
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指針 2.3.H 
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氏 名 所 属 

 井澤 真希 明海大学 

 大林 尚人 東京医科歯科大学 

◎奥村 泰彦 明海大学 

 後藤 賢一 愛知学院大学歯学部附属病院 

 小林 育夫 長瀬ランダウア株式会社 

 佐藤 健児 日本歯科大学 

 杉原 義人 株式会社モリタ製作所 

 西川 慶一 東京歯科大学 

 野津 雅和 朝日レントゲン工業株式会社 

 原田 康雄 明海大学 

 松本 邦史 鹿児島大学 

 丸橋 一夫 日本大学歯学部附属歯科病院 

 三島 章 鶴見大学歯学部附属病院 

 

8.2 審査・承認 

 このガイドラインは、日本歯科放射線学会 理事会により審査・承認された。 

2017年 6月 2日 
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附 属 書 

 「4. 医療における手持ち撮影についての指針」および「5. 歯科法医学分野における手持

ち撮影についての指針」に関して、ガイドラインへの適合確認を容易にするため、それぞ

れ表 1および表 2にチェックリストを掲載する。 

 

表 1. 医療における手持ち撮影のためのチェックリスト 

指針 

番号 

項目 内容 確認欄 

1.1.A 対象患者 対象患者に適切な診療を行うにはＸ線撮

影が必要であると歯科医師が判断した場

合に限り、Ｘ線撮影を実施する。 

 

1.1.B 手持ち撮影の

実施条件 

手持ち撮影は、次の 3 つの条件をすべて

満たした場合に限り、実施する。 

 

(1) 日常診療でない。  

(2) 訪問診療で撮影が必要になったが、医

療機関を受診しての治療の必要性は明ら

かになっていない。または、医療機関で

の診療中に撮影が必要になったが、Ｘ線

診療室に移動して撮影できない。あるい

は、Ｘ線診療室への移動は可能であるが、

据置型装置を使用しての撮影が困難であ

る。 

 

(3) 移動型装置での撮影、または携帯型装

置を固定しての撮影ができない。 

 

1.2.A 放射線診療従

事者の防護 

手持ち撮影を行う場合には、撮影場所を

問わず、放射線診療従事者（Ｘ線装置の

操作者および撮影補助を行う医療スタッ

フ）は次の防護手段を講じる。 

 

(1) 放射線診療従事者として登録し、個人

線量計を着用して、自分の被ばく線量を

モニターする。 

 

(2) 0.25 mm 鉛当量以上の防護衣を着用

する。 

 

(3) 撮影補助を行う医療スタッフが患者

の身体を支える場合には、直接Ｘ線で被

ばくしないように、Ｘ線の照射方向に立

たないようにする。 
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指針 

番号 

項目 内容 確認欄 

(4) 受像器の固定には専用の保持具を使

用する。装置の操作者や撮影補助を行う

医療スタッフが受像器を指で固定する場

合には、直接Ｘ線で被ばくしないように、

Ｘ線の照射方向に立たないようにすると

ともに、防護手袋を着用する。 

 

(5) コーン先端を可能な限り患者に近づ

ける。 

 

(6) 後方散乱Ｘ線防護シールドを備える

Ｘ線装置は、製造会社の取扱説明書に従

って、後方散乱Ｘ線防護シールドを適切

に使用する。 

 

1.2.B 撮影時に撮影

補助を行う患

者家族等の防

護 

手持ち撮影を行う場合には、撮影場所を

問わず、装置の操作者は撮影時に撮影補

助を行う患者家族等に対して次の防護手

段を講じる。 

 

(1) 0.25 mm 鉛当量以上の防護衣を着用

させる。 

 

(2) 直接Ｘ線で被ばくさせないように、Ｘ

線の照射方向には立たせないようにす

る。 

 

(3) 受像器の固定には専用の保持具を使

用する。受像器の固定を指で行わせる場

合には、防護手袋を着用させる。 

 

(4) コーン先端を可能な限り患者に近づ

ける。 

 

1.2.C 撮影とは無関

係な公衆の防

護 

手持ち撮影を行う場合には、装置の操作

者は撮影に直接関与しない公衆に対して

次の防護手段を講じる 

 

(1) Ｘ線診療室内の撮影では、撮影と無関

係な者はすべてＸ線診療室外（管理区域

外）で待機させる。 

 



- 22 - 

 

指針 

番号 

項目 内容 確認欄 

(2) Ｘ線診療室外の撮影では、Ｘ線を照射

する際に、撮影と無関係な者はすべてＸ

線管焦点および患者から 2 m以上離れた

場所で待機させる。 

 

(3) Ｘ線診療室外の撮影で 2 m 以上の距

離を確保できない場合には、0.25 mm鉛

当量以上の防護衣を着用させる、もしく

は防護用の遮へい物で遮へいするなどの

防護手段を講じる。 

 

(4) Ｘ線診療室外の撮影で撮影場所の壁

面（天井、床下を含む）がＸ線管焦点お

よび患者から 2 m以上離れていない場合

は、壁面の向こうの者をＸ線管焦点およ

び患者から 2 m以上離す、0.25 mm鉛当

量以上の防護衣を着用させる、防護用の

遮へい物で遮へいするなどの防護手段を

講ずる。 

 

1.2.D 迷放射線分布

に基づく撮影

時の立ち位置 

Ｘ線診療室の外で手持ち撮影を行う場合

には、操作者は、自身、撮影補助者、公

衆の被ばくを可能な限り少なくするため

に、製造業者が提供する迷放射線の分布

図を参考にして、Ｘ線照射時のそれぞれ

の立ち位置を決定する。 

 

1.2.E 患者および患

者家族への説

明 

手持ち撮影を行う場合、放射線診療従事

者は患者および患者家族に対して次の説

明をする。 

 

(1) Ｘ線撮影および手持ち撮影の必要性  

(2) 手持ち撮影時に講じる防護手段の内

容 

 

1.3.A 

 

受像器 受像器には、E／F感度フィルム、半導体

センサーまたはイメージングプレートを

用いる。 

 



- 23 - 

 

指針 

番号 

項目 内容 確認欄 

1.3.B 

 

トレーニング 操作者は、取扱説明書および添付文書を

熟読して理解する。製造業者よりトレー

ニングが必要と定められた場合には、受

講する。 

 

1.3.C バッテリ型装

置でのバッテ

リの充電 

バッテリ型装置は、製造業者の取扱説明

書に従って適切に充電し、バッテリ残量

を確認しながら使用する。 

 

1.3.D バッテリ型装

置でのバッテ

リの交換 

バッテリ型装置は、製造業者の取扱説明

書に従って、定期的にバッテリを交換す

る。 

 

1.3.E 装置の保管 病院または診療所の管理者は、装置を鍵

のかかる適切な場所に保管し、鍵を備え

る装置については、鍵を適切な場所に保

管する。また、バッテリ型装置でバッテ

リを容易に取り外せる場合には、バッテ

リを取り外して保管する。 

 

1.3.F 記帳 病院または診療所の管理者は、帳簿を備

え、撮影の装置毎の一週間当たりの延べ

使用時間、撮影場所を記録する。 

 

1.3.G 迷放射線の定

期的な測定 

携帯型装置をＸ線診療室内で使用する場

合にはＸ線診療室からの漏えい線量を、

Ｘ線診療室外で使用する場合には迷放射

線を定期的に測定する。 

 

1.3.H 保守点検 保守点検は、製造業者によって指定され

た期間毎に指定された内容について行

う。バッテリ型装置については、バッテ

リ性能についての点検が必須である。 

 

1.4 災害時の救護

所等における

手持ち撮影 

災害時の救護所等で手持ち撮影を行う際

には、撮影とは無関係な公衆に対して次

の防護手段を講じる。 

 



- 24 - 

 

指針 

番号 

項目 内容 確認欄 

(1) 臥位以外の体位で撮影を行う場合に

は、照射方向に 0.25 mm鉛当量以上の防

護用の遮へい物、もしくは防護衣を設置

する。さらに、人が通行する場所、停在

する場所が照射方向にならないようにす

る。 

 

(2) 撮影は、Ｘ線管焦点および患者とすべ

ての公衆との距離が 3 m以上となる場所

で行う。 

 

(3) 3 m以上の距離が確保できない公衆に

は 0.25 mm鉛当量以上の防護衣を着用さ

せるなどの防護措置を講じる。 

 

(4) 公衆の中に小児や妊婦が含まれる場

合には、更なる配慮を行う。 

 

(5) Ｘ線管焦点および患者から 3 m 以内

の場所に人がみだりに立ち入らないよう

に、一時的に管理区域の標識を付す等の

措置を講じる。 
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表 2. 歯科法医学分野での手持ち撮影のためのチェックリスト 

指針 

番号 

項目 内容 確認欄 

2.1.B 手持ち撮影の

実施条件 

手持ち撮影は、次の 2 つの条件をすべて

満たした場合に限り、実施する。 

 

(1) 災害等または犯罪捜査等で遺体の身

元確認を行う必要がある。 

 

(2) 据置型装置や移動型装置で撮影する、

または携帯型装置を固定して撮影するこ

とが困難な状況にある。 

 

2.2.A 放射線診療従

事者の防護 

手持ち撮影を行う場合には、放射線業務

従事者（Ｘ線装置の操作者および撮影の

補助者）は次の防護手段を講じる。 

 

(1) 放射線業務従事者として登録し、個人

線量計を着用して、自分の被ばく線量を

モニターする。 

 

(2) 0.25 mm 鉛当量以上の防護衣を着用

する。 

 

(3) 撮影補助者が遺体を支える場合には、

直接Ｘ線で被ばくしないように、Ｘ線の

照射方向に立たないようにする。 

 

(4) 受像器の固定には専用の保持具を使

用する。装置の操作者や撮影補助者が受

像器を指で固定する場合には、直接Ｘ線

で被ばくしないように、Ｘ線の照射方向

に立たないようにするとともに、防護手

袋を着用する。 

 

(5) コーン先端を可能な限り遺体に近づ

ける。 

 

(6) 後方散乱Ｘ線防護シールドを備える

Ｘ線装置は、製造会社の取扱説明書に従

って、後方散乱Ｘ線防護シールドを適切

に使用する。 
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指針 

番号 

項目 内容 確認欄 

2.2.C 撮影とは無関

係な公衆およ

び別の撮影を

行う放射線業

務従事者の防

護 

手持ち撮影を行う場合には、装置の操作

者は撮影に直接関係しない公衆に対して

次の防護手段を講じる。また、近接した

場所で別の撮影を行う放射線業務従事者

に対しても、必要に応じて防護手段を講

じる。 

 

(1) Ｘ線を照射する際に、撮影に直接関与

しない者をＸ線管焦点および遺体から 2 

m以上離れた場所で待機させる。 

 

(2) 2 m以上の距離を確保できない場合に

は、0.25 mm鉛当量以上の防護衣を着用

させる、もしくは防護用の遮へい物で遮

へいするなどの防護手段を講じる。 

 

(3) 撮影場所の壁面（天井、床下を含む）

がＸ線管焦点および遺体から 2 m以上離

れていない場合は、壁面の向こうの者を

Ｘ線管焦点および遺体から 2 m 以上離

す、0.25 mm鉛当量以上の防護衣を着用

させる、防護用の遮へい物で遮へいする

などの防護手段を講ずる。 

 

2.2.D 迷放射線分布

に基づく撮影

時の立ち位置 

操作者は、自身、撮影補助者、他の作業

者を含む公衆の被ばくを可能な限り少な

くするために、製造業者が提供する迷放

射線の分布図を参考にして、Ｘ線照射時

のそれぞれの立ち位置を決定する。 

 

2.3.A 

 

受像器 受像器には、E／F感度フィルム、半導体

センサーまたはイメージングプレートを

用いる。 

 

2.3.B 

 

トレーニング 操作者は、取扱説明書および添付文書を

熟読して理解する。製造業者よりトレー

ニングが必要と定められた場合には、受

講する。 

 

2.3.C バッテリ型装

置でのバッテ

リの充電 

バッテリ型装置は、製造業者の取扱説明

書に従って適切に充電し、バッテリ残量

を確認しながら使用する。 
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指針 

番号 

項目 内容 確認欄 

2.3.D バッテリ型装

置でのバッテ

リの交換 

バッテリ型装置は、製造業者の取扱説明

書に従って、定期的にバッテリを交換す

る。 

 

2.3.E 装置の保管 Ｘ線装置の管理者は、装置を鍵のかかる

適切な場所に保管し、鍵を備える装置に

ついては、鍵を適切な場所に保管する。

また、バッテリ型装置でバッテリを容易

に取り外せる場合には、バッテリを取り

外して保管する。 

 

2.3.H 保守点検 保守点検は、製造業者によって指定され

た期間毎に指定された内容について行

う。バッテリ型装置については、バッテ

リ性能についての点検が必須である。 

 

 


